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1．平成21年12月期第2四半期の連結業績（平成21年1月1日～平成21年6月30日） 
(1) 連結経営成績(累計)                                   （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益      四半期純利益 

 米ドル     ％ 米ドル     ％ 米ドル     ％

2 1 年 1 2 月 期 第 2 四 半期 ―         － △10,209,794    － △9,658,227  －

2 0 年 1 2 月 期 第 2 四 半 期 ―         －   △13,119,597    － △15,694,835   －
 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

四半期純利益 
 米ドル 米ドル

2 1 年 1 2 月 期 第 2 四 半期 △0.80 ―    

2 0 年 1 2 月 期 第 2 四 半 期 △1.30 ―    

(注)①当社は米国会計基準に準拠して連結財務書類を作成しており、経常利益に該当する利益区分がないため記載しておりません。 
②１株当たり四半期純利益は米国財務会計基準書第128号に基づいて算出しております。 

③潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 
 
(2) 連結財政状態 
 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 米ドル 米ドル ％ 米ドル

2 1 年 1 2 月 期 第 2 四 半期 59,857,431 39,720,291 66.4 3.31
20年12月期 50,223,915 48,044,532 95.7 4.01

(参考) 自己資本 21年12月期第2四半期 39,720,291米ドル 20年12月期 48,044,532米ドル 

 

2．配当の状況 
 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間 

 米ドル 米ドル 米ドル 米ドル  米ドル

20年12月期 ― ― ― 0.00 0.00 

21年12月期 ― ―    

21年12月期（予想）   ― 0.00 0.00 

(注)配当予想の当四半期における修正の有無：無 

 

3．平成21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日 ～ 平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益      当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 米ドル     ％ 米ドル     ％ 米ドル     ％ 米ドル

通期 ―    －   △19,640,000    － △19,318,000   － △1.60
(注)連結業績予想数値の当四半期における修正の有無：無 
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4．その他 
 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   : 無 
 
(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用   : 有 
 (注) 詳細は、6ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他 を御覧ください。 
 
(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項等の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更 : 有 
② ①以外の変更 : 無 

 (注) 詳細は、6ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他 を御覧ください。 
 

 
(4) 発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第2四半期12,072,027株 20年12月期          12,072,027株  
② 期末自己株式数           21年12月期第2四半期 66,235株 20年12月期 87,314株 
③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 21年12月期第2四半期12,072,027株 20年12月期第2四半期 12,072,027株 
  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

(1) 業績予想の適切な利用に関する説明   

 

平成21年4月1日に公表しました業績予想に変更はありません。 

 

一株当たり(予想)当期純利益算定の根拠となる株式数は、12,100,968株を使用しております。 

 
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、6ページ【定性的
情報・財務諸表等】3. 連結業績予想に関する定性的情報 をご参照ください。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

 

1. 連結経営成績に関する定性的情報 

 

平成21年6月30日に終了した6ヶ月間（以下、当四半期と表記）と平成20年6月30日に終了した6ヶ月間（以下、前年同期と表記）の比較 

 

売上高 

 

当四半期及び前年同期の売上高はありません。 

 

 研究開発費 

 

当四半期の研究開発費は5.8百万米ドルとなり、前年同期の8.3百万米ドルから2.5百万米ドル減少しました。この減少の主な要因は、

以下のものがあげられます。 

 

• 救急施設における喘息の急性発作を適応とするMN-221の二つのフェーズ２臨床試験に伴う1.3百万米ドルの費用増加。 

• 多発性硬化症を適応とするMN-166の二ヵ年に及ぶフェーズ２臨床試験の完了による2.5百万米ドルの減少。 

• 固形癌を適応とするMN-029における0.5百万米ドルの減少。 

• 喘息の急性発作を適応とするMN-221の開発を主に、当社の経営資源を継続的に集中したことによるその他の臨床開発プログラムにお

ける開発費用の0.8百万米ドルの削減及び研究開発部門における個別の開発プログラムに按分出来ない労働時間の減少。  

  

一般管理費 

 

当四半期の一般管理費は、前年同期4.8百万米ドルに対し0.4百万米ドル減少し、4.4百万米ドルとなりました。この一般管理費の減少

要因は、外部コンサルタントへの報酬に関連した費用が0.4百万米ドル減少したことによるものです。 

 

投資有価証券及びARSプットにおける収益(評価損) 

 

前年同期中において3.3百万米ドルのARS投資評価損を計上したのに対し、当四半期中においては、流動性ディスカウントを考慮した割

引キャッシュ・フロー・モデルにより測定された公正価値をもとに、約141,000米ドル（純額）のARS投資ポートフォリオ及びARSプッ

トに係る評価益を計上しました。この評価益（純額）の主な要因は、当社の保有する短期ARS投資ポートフォリオの公正価値が約313,000

米ドル増加したこと、及びこれを一部相殺する約151,000米ドルのARSプット公正価値の減少と当社の保有する長期性ARS投資の公正価

値が約21,000米ドル減少したことによるものです。 

 

為替差益(損) 

 

前年同期中において約623,000米ドルの為替差損を計上したのに対し、当四半期中においては、ユーロ建て負債の評価替えを行った結

果、約9,000米ドルの為替差益を計上しました。この為替差益は、当第1四半期末ではドル高傾向であったのに対し、当四半期末におい

てはドル安傾向で推移したことによるものです。さらに、二ヵ年に及んだMN-166のフェーズ２臨床試験に係ったCRO（臨床試験受託機

関）に対する支払債務の残額が、当期の第1四半期末に行った照合作業により減少しました。 

 

受取利息（純額） 

 

受取利息は、現金及び投資残高から得られる金利によるものです。前年同期においては1.3百万米ドルでしたが、当四半期は約942,000

米ドル減少し、約402,000米ドルとなりました。主な減少要因は、金利低下による利息収入の減少によるものです。さらに、当四半期

末において、受取利息のうち約108,000米ドルは、ARSローンで発生した支払利息の返済に充当することにより相殺消去しております。 

 

営業損失および四半期純損失 

 

上記の結果、当四半期の営業損失は10.2百万米ドル、四半期純損失は9.7百万米ドルとなりました。対前年同期比で、営業損失が2.9

百万米ドル、四半期純損失が6.0百万米ドルそれぞれ減少しました。 
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2. 連結財政状態に関する定性的情報 

 

2.1. 資産、負債、および資本 

 

当四半期末の総資産は59.9百万米ドルとなり、前年度末の総資産50.2百万米ドルに対して9.7百万米ドル増加しましたが、これは主

にARSローンによる借入金17.9百万米ドル（純額）とこれを一部相殺する事業活動に伴う運営費の支出によるものです。 

 

流動負債は、上述のARSローンによる借入と、対前年度末比で支払債務及び未払費用が増加したのに対し未払給与及び関連費用が減

少したことにより、前年度末の2.2百万米ドルに対して17.9百万米ドル増加し、20.1百万米ドルとなりました。 

 

当四半期末の純資産は、前年度末48.0百万米ドルから8.3百万米ドル減少し、39.7百万米ドルとなりました。この減少の主な要因は、

当四半期に計上しました純損失9.7百万米ドルと、これを一部相殺するストック・オプションの発行にともなう株式報酬費用を払込

剰余金（資本剰余金）に1.3百万米ドル計上したことによるものです。自己資本比率は66.4％です。 

 

2.2. キャッシュ・フロー 

 

営業活動に使用された資金（営業活動によるキャッシュ・フロー）は、前年同期の△12.3百万米ドルに対し、当四半期は△8.6百万

米ドルに減少しました。これは主に、前年同期中にMN-166のフェーズ２臨床試験が完了したことによる研究開発費の減少に起因し

ます。前年同期において、投資活動より調達された資金（投資活動によるキャッシュ・フロー）は21.6百万米ドルに対し、当四半

期においては約87,000米ドルとなりました。この減少は主に非流動的なARS市場によるものです。財務活動より調達された資金（財

務活動によるキャッシュ・フロー）は、前年同期100,000米ドル未満の調達に対し、当四半期は17.9百万米ドルとなりました。これ

は主に、ARSローンの借入（純額）によるものです。 

 

上記の結果、当四半期末の現金及び現金同等物は、前年度末の19.3百万米ドルから9.4百万米ドル増加し、28.7百万米ドルとなりま

した。 

 

当社は設立以来、製品開発プログラムに対し多額の資金を投下しております。今後の支出計画において、当社は資本的支出を伴う重

要なコミットメントは行っていません。また、当社の現金、現金同等物及びARSローンは流動性の観点において核となる資源となり

ます。当期末において、当社の保有する現金及び現金同等物により、少なくとも平成22年6月30日までの当社が予定している全ての

研究開発活動を含む事業活動に最低限必要となる資金をまかなえるものと予測しておりますが、今後追加的に活動資金の調達が必要

となる可能性もあります。 

 

今後の支出用途及び資金調達の実施可能性は、限定はされませんが下記の要素に左右され、場合によっては多額な資金調達が必要と

なります。 

 

• 喘息の急性発作及びCOPD発作を適応とするMN-221の臨床開発費用、及び製品開発プログラムの進捗に応じて、キッセ

イ薬品工業株式会社またはキッセイ薬品に対するマイルストーン支払債務を伴う当社の臨床試験及びその他の研究開

発プログラムの進捗状況。 

• ライセンス契約や戦略的な提携関係を確立・確保する能力。 

• 研究開発プログラムの実施範囲・優先順位・数。 

• 薬事承認を受けるタイミング及び費用。 

• 当社の特許権やその他の知的財産の出願、これらの権利に対する侵害やその行為に対抗する対策費用、或いは当社に

対する権利侵害請求に対する対策・防衛費用。 

• 臨床或いは販売目的での製品候補商品化における生産体制確保費用。 

• 販売認可取得の場合の販売・宣伝基盤、及び商品化活動確立に伴う費用。 

• 当社がその他の薬事適応、製品、技術、事業に関連して、ライセンス導入、買収、または投資活動を行う可能性。 

 

当社は十分な収益が継続的に確保出来るまでは、戦略的な共同研究開発による費用削減、私募或いは公募による株式発行、負債調

達、或いは全ての又は部分的な製品候補のライセンス契約等により今後の事業活動に必要な資金調達を行う予定でおります。但し、

当社が戦略的な提携契約の締結が実現出来ない場合や、仮にそのような契約が締結されてもマイルストーン或いはロイアリティの

支払いを回収出来ない可能性があります。現時点において、受入可能範囲内での契約内容による追加的な資金調達の実現可能性に
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ついては不明であります。資金調達が不可能となった場合、先行投資が必要不可欠である現在及び今後の事業活動を計画通りに継

続することが困難となる可能性があります。その場合、当社の製品開発プログラムを延期、範囲縮小、或いは中止する場合や、新

たな製品候補の取得、或いは当社の製品候補を製造する権利を全て或いは部分的に失う可能性があります。十分な資金が確保でき

ない場合は、事業を行う上での継続性に重大な影響を与える可能性もあります。 
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3. 連結業績予想に関する定性的情報 

 

平成21年4月1日に公表しました業績予想に変更はありません。 

 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において当社の立てたある前提に基づくものであり、

これら前提は経営陣の経験や過去の傾向、現況、期待される将来の進展、及びその時の状況下において適切と判断する他の要因に対す

る経営陣の認識に基づくものであります。このような予想は多くの前提、リスク、不確定要素の影響を受けますが、これらの多くは当

社のコントロールが及ばないものであり、実際の当社の業績は上記の予想と大きく異なる事があります。これらリスクにつきまして、

米国証券取引委員会（SEC）提出のメディシノバ・インクにかかる文書に詳述されているリスクファクターが含まれています。リスク

ファクターの詳細に関しましては、平成21年8月14日（米国時間）にSECに提出されておりますForm10-Qをご参照下さい。 

 

 

4. その他 

 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
  

該当事項はありません。 
 
(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
     

① 簡便な会計処理 
 

a. 法人税並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 
  

法人税並びに繰越税金資産・負債の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって
おります。 

 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じておらず、かつ一時差
異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラン
ニングを利用する方法により算定しております。 

 
② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

  
 a. 税金費用の計算 

  
税金費用について、当連結会計年度の税引前当期純損失に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四
半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

  
(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
 
① 米国においては、平成18年9月に公正価値を定義し、公正価値の測定に係る枠組みを確立する事及び公正価値測定に関する開示範
囲を拡大する事を目的として、SFAS 第157号「公正価値評価」が公表されております。同基準書は平成19年11月15日以降に開始す
る連結会計年度及び期中会計期間より適用となり、当社は前年度より全ての金融資産及び金融負債に対し同基準を適用しました。
非定期的に公正価値にて測定される非金融資産及び非金融負債に関しては、平成20年11月15日以降に開始する会計年度より適用と
なりました。平成21年1月1日に非定期的に公正価値にて測定される非金融資産及び非金融負債に対し、平成21年1月1日に同基準を
適用したことによる当社の連結財務諸表への重要な影響はありません。 

 
② 平成21年4月に、米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board、以下「FASB」 ）は、財務報告における公正
価値の測定、計上、及び開示に係る様々な基準を公表しました。期中における金融商品の公正価値に係る財務情報の開示を規定す
る目的で、FASB職員意見書（FASB Staff Position、以下「FSP」）第107-1号、及び会計原則審議会意見書（Accounting Principles 
Board Opinion、以下「APB」 ）第28-1号「金融商品の公正価値の期中開示」が公表されました。資産或いは負債の取引量及び活
動水準が大幅に減少した場合の金融商品の公正価値の測定基準を補足する目的で、FSP第157-4号「資産或いは負債の取引量及び市
場活動の水準が大幅に減少した場合の公正価値の判定方法及び正常でない取引の識別方法」が公表されました。FSP第115-2号及び
P第124-2号「一時的でない価値の下落の認識及び表示方法」は、証券の評価損の表示方法の補足的なガイダンスとして公表されま
した。公表された全ての公正価値測定に係る基準は、平成21年6月15日より後に終了する事業会計年度または期間より適用されま
した。これらの基準の適用による当社の連結経営成績或いは財政状態への重大な影響はありません。 

 
③ 平成21年5月にFASBは、年度末後から財務諸表が発行されるまで、または発行が可能になるまでの期間に発生した事象の会計処理
及び開示方法を規定する目的でSFAS第165号を公表しました。当基準において後発事象の評価対象となる期間（財務諸表発行日ま
たは発行が可能になる日を終了日とする何れかの期間）及びその期間の選定根拠の開示が義務付けられます。当基準は、平成21年
6月15日より後に終了する事業会計年度または期間より適用されました。当該基準の適用による当社の連結経営成績或いは財政状
態への重大な影響はありません。 
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

5. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

 

当第2四半期 

連結会計期間末 

(平成21年6月30日) 

前連結会計年度末 

(平成20年12月31日)  

金額（米ドル) 金額（米ドル) 

（資産）   

流動資産 

現金及び現金同等物 28,657,327 19,297,284

投資有価証券（短期） 21,268,853 -

ARSプット（短期） 5,641,857 -

前払費用及びその他の流動資産 1,056,382 718,317

流動資産合計 56,624,419 20,015,601

有形固定資産(純額) 262,881 368,299

長期投資有価証券 2,970,131 24,047,314

長期ARSプット - 5,792,701

資産合計 59,857,431 50,223,915

（負債及び資本） 

流動負債 

支払債務 422,190 392,572

借入金(ARSローン) 17,859,881 -

未払費用 1,182,079 1,011,916

未払税金 5,985 9,748

未払給与及び関連費用 667,005 765,147

流動負債合計 20,137,140 2,179,383

資本 

普通株式 額面0.001米ドル 12,072 12,072

（授権株式数） （30,000,000株） （30,000,000株）

（発行済株式数） （12,072,027株） （12,072,027株）

払込剰余金 277,692,609 276,361,775

その他の包括損失累計額 △67,907 △29,744

自己株式 

（株式数） 

△1,276,047
（66,235株）

△1,317,362
（87,314株）

開発段階での累積欠損 △236,640,436 △226,982,209

資本合計 39,720,291 48,044,532

負債及び資本合計 59,857,431 50,223,915
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

(2) 四半期連結損益計算書 

（第2四半期連結累計期間） 

 

当第2四半期連結累計期間 

(自 平成21年1月1日 

  至 平成21年6月30日) 

前第2四半期連結累計期間

(自 平成20年1月1日 

   至 平成20年6月30日)
 

金額（米ドル) 金額（米ドル) 

売上高 - -

営業費用 

売上原価 

研究開発費   

一般管理費 

 

- 

5,846,717 

4,363,077 

-

8,322,189

4,797,408

営業費用合計 10,209,794 13,119,597

営業損失 △10,209,794 △13,119,597

投資有価証券及びARSプット収益(評価損) (純額) 140,826 △3,295,621

為替差益(損) 9,176 △623,389

受取利息(純額) 401,570 1,343,919

法人税 △5 △147

四半期純損失 △9,658,227 △15,694,835

 

普通株主に帰属する四半期純損失  △9,658,227 △15,694,835

基本及び希薄化後一株当たり四半期純損失  △0.80 △1.30

基本及び希薄化後一株当たり四半期純損失の計算に使用した株式数  12,072,027 12,072,027
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（第2四半期連結累計期間） 

 

 

当第2四半期連結累計期間

(自 平成21年1月1日 

  至 平成21年6月30日)

前第2四半期連結累計期間

(自 平成20年1月1日 

   至 平成20年6月30日)

 金額（米ドル) 金額（米ドル) 

営業活動：   

四半期純損失 △9,658,227 △15,694,835

四半期純損失から営業活動に使用された資金（純額） 

への調整：   

株式報酬費用 1,330,834 1,599,152

減価償却費 131,168 180,230

投資有価証券のプレミアムまたはディスカウントの償却 - △706,703

投資有価証券及びARSプット(収益)評価損 △140,826 3,295,621

営業資産及び負債の変動： 

前払費用及びその他の資産 △338,065 818,930

支払債務､未払費用、未払税金及び繰延賃料 145,554 △1,727,762

未払給与及び関連費用 △98,142 △102,338

営業活動に使用された資金(純額) △8,627,704 △12,337,705

投資活動： 

投資有価証券の購入 - △2,000,000

投資有価証券の売却または満期償還 100,000 23,550,000

有形固定資産の取得 △13,449 -

投資活動より調達された資金(純額) 86,551 21,550,000

財務活動： 

ARSローンによる借入(純額) 17,859,881 -

従業員による株式購入 41,315 43,368

財務活動より調達された資金(純額) 17,901,196 43,368

現金及び現金同等物の増減 9,360,043 9,255,663

現金及び現金同等物の期首残高 19,297,284 18,778,938

現金及び現金同等物の四半期末残高 28,657,327 28,034,601
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

アメリカ合衆国と日本国における会計原則及び会計慣行の違い 

 

当該四半期連結財務情報は米国において一般に公正妥当と認められる期中財務情報の為の会計原則（米国会計基準）に準拠して作成さ

れています。従って同連結財務書類は、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則（日本会計基準）に準拠して作成された連

結財務書類と比較して、会計原則、会計慣行及び表示方法が異なっています。米国会計基準と日本会計基準の主な相違点は以下のとお

りであります。 

 

（１） 株式に基づく報酬の会計処理 

 

米国においては、ストック・オプション等の株式を基礎とした報酬は、APB第25号及び財務会計基準書（Statement of 

Financial Accounting Standards、以下「SFAS」 ）第123号「株式を基礎とした報酬の会計処理」（SFAS第148号「株式

を基礎とした報酬の会計処理―移行及び開示」による改訂後）に基づいて会計処理しておりました。SFAS第123号に基づ

く公正価値基準法では、報酬コストを報奨価値に基づいて付与日に測定し、勤務期間にわたって認識します。平成16年

12月、FASBは改訂SFAS第123号「株式を基礎とした報酬の会計処理」を公表しています。これはSFAS 第123号に代わるも

のであり、APB意見書第25号に優先します。全株式報酬取引に係るコストの連結財務書類への認識を要求する同基準書は、

公正価値を測定対象として確立し、株式報酬取引の会計処理に際して公正価値に基づく測定方法を適用することを事業

体に要求しています。当該基準書は平成18年1月1日以降に開始する最初の期中会計期間または年度会計期間より適用と

なり、当社は平成18年12月期第1四半期より適用しました。日本では平成18年5月1日以後に付与されるストック・オプシ

ョン等の費用計上を要求する会計基準が平成17年12月に公表され、平成18年5月1日以後に付与されるストック・オプシ

ョン、自社株式オプション及び交付される自社の株式について適用となりました。 

 

（２） 包括利益（損失）の開示 

 

米国においては、SFAS 第130号「包括利益の報告」により、包括利益とその構成項目を報告及び開示することを求めて

います。包括利益(損失)は、株主取引以外から生ずる一切の株主資本の変動から構成され、「当期純損益」に加え、為

替換算調整勘定の変動、売却可能有価証券の未実現損益等を含みます。日本においては、そのような包括利益の報告及

び開示は求められていません。 

 

（３） 研究開発活動のために支払った前渡金の会計処理 

 

米国においては、EITF第07-3号「将来の研究開発活動に係る払戻不能の商品購入代金及びサービス対価の前渡金に関す

る会計処理」により、将来の研究開発活動のために利用又は提供される商品又はサービスに対して支払った払戻不能の

前渡金を繰延べ、回収可能性の評価を前提に、当該商品の引渡期間又は関連サービスの提供期間にわたって償却します。

日本においては、そのような会計処理は求められていません。 

 

（４） 金融資産及び金融負債の評価 

 

米国においては、SFAS 第159号「金融資産及び金融負債の公正価値オプション」により、公正価値にて測定することが

特に要求されていない特定の金融資産及び金融負債につき、公正価値による測定を任意に選択することを企業に認めて

います。当社は当該基準書を平成20年1月1日より適用しました。日本においては、このような評価技法による評価は求

められていません。 

 

（５） 公正価値評価 

 

米国においては、平成18年9月に公正価値を定義し、公正価値の測定に係る枠組みを確立する事及び公正価値測定に関す

る開示範囲を拡大する事を目的として、SFAS 第157号「公正価値評価」が公表されております。当該基準書は平成19年

11月15日以降に開始する連結会計年度及び期中会計期間より適用となり、当社は前年度より、全ての金融資産及び金融

負債に対し同基準を適用しました。この公正価値の統一的な定義や算定方法の基準の採用に伴い、当社はこの基準に規

定された構成価値の評価技法に基づき当社の保有するARS証券の評価を行った結果、前年度より評価損益を計上しており

ます。非定期的に公正価値にて測定される非金融資産及び非金融負債に関しては、平成20年11月15日以降に開始する会

計年度より適用となりました。日本においては、このような評価技法による評価は求められていません。 

 

平成21年4月に、期中における金融商品の公正価値に係る財務情報の開示を規定する目的で、FASB職員意見書（FASB Staff 

Position、以下「FSP」）第107-1号、及び会計原則審議会意見書（Accounting Principles Board Opinion、以下「APB」 ）

第28-1号「金融商品の公正価値の期中開示」が公表されました。さらに、資産或いは負債の取引量及び活動水準が大幅

に減少した場合の金融商品の公正価値の測定基準を補足する目的で、FSP第157-4号「資産或いは負債の取引量及び市場

活動の水準が大幅に減少した場合の公正価値の判定方法及び正常でない取引の識別方法」が公表されました。FSP第115-2
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

号及びP第124-2号「一時的でない価値の下落の認識及び表示方法」は、証券の評価損の表示方法の補足的なガイダンス

として公表されました。当社はこれらの基準書を当四半期より適用しました。日本においては、このような公正価値の

測定、計上、及び開示は求められていません。 

 

（６） 後発事象に係る開示 

 

平成21年5月にFASBは、年度末後から財務諸表が発行されるまで、または発行が可能になるまでの期間に発生した事象の

会計処理及び開示方法を規定する目的でSFAS第165号を公表しました。当基準において後発事象の評価対象となる期間

（財務諸表発行日または発行が可能になる日を終了日とする何れかの期間）及びその期間の選定根拠の開示が義務付け

られました。当社は当該基準書を当四半期より適用しました。日本においては、このような開示は求められていません。 
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

6. 補足資料 
 

三菱東京UFJ銀行が発表した平成21年6月30日現在の対顧客電信直物相場から算出した仲値96.01円にて円換算した四半

期連結財務諸表は次の通りです。なお、表示科目は四半期連結財務諸表規則に準じて米国基準による科目から一部変更

して表示しております。また記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

  

6.1. 四半期連結財務諸表（日本円換算） 
(1) 四半期連結貸借対照表 

 

当第2四半期 

連結会計期間末 

(平成21年6月30日) 

前連結会計年度末に係る

要約連結貸借対照表 

(平成20年12月31日)  

金額 

（千円) 

金額 

（千円） 

資産の部   

  流動資産 

現金及び現金同等物 

有価証券 

2,751,389

2,583,697

1,852,732

-

その他 101,423 68,965

流動資産合計 5,436,510 1,921,697

  固定資産 

有形固定資産（純額） 25,239 35,360

投資その他の資産 285,162 2,864,939

固定資産合計 310,401 2,900,300

資産合計 5,746,911 4,821,998

負債の部 

 流動負債 

未払金 

短期借入金 

未払費用 

 未払税金 

 未払給与等 

40,534

1,714,727

113,491

574

64,039

37,690

-

97,154

935

73,461

流動負債合計 1,933,366 209,242

純資産の部 

  株主資本 

資本金 1,159 1,159

 資本剰余金 26,661,267 26,533,494

 開発段階での累積欠損 △22,719,848 △21,792,561

 自己株式 △122,513 △126,479

   株主資本合計 3,820,064 4,615,611

評価・換算差額等 △6,519 △2,855

純資産合計 3,813,545 4,612,755

負債純資産合計 5,746,911 4,821,998
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

(2) 四半期連結損益計算書 

（第2四半期連結累計期間） 

 

当第2四半期連結累計期間

(自 平成21年1月1日 

   至 平成21年6月30日)

前第2四半期連結累計期間

(自 平成20年1月1日 

   至 平成20年6月30日) 

金額 

（千円) 

金額 

（千円) 

  営業収益 - -

  営業費用   

営業収益原価 - -

研究開発費 561,343 799,013

一般管理費 418,899 460,599

営業損失 980,242 1,259,612

  営業外収益 

  受取利息 38,554 129,029

  その他 14,401 -

  営業外収益合計 52,956 129,029

  営業外費用 

有価証券評価損 - 316,412

為替差損 - 59,851

 営業外費用合計 - 376,264

税金等調整前四半期純損失 927,285 1,506,846

法人税 0 14

四半期純損失 927,286 1,506,861
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（株）メディシノバ・インク（４８７５）平成２１年１２月期 第２四半期決算短信 [米国会計基準採用] 

 

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（第2四半期連結累計期間） 

 

 

当第2四半期連結累計期間

(自 平成21年1月1日 

   至 平成21年6月30日)

前第2四半期連結累計期間

(自 平成20年1月1日 

   至 平成20年6月30日)

 金額（千円) 金額（千円) 

  営業活動によるキャッシュ・フロー   

四半期純損失 △927,286 △1,506,861

株式報酬費用 127,773 153,534

減価償却費 12,593 17,303

有価証券のプレミアムまたはディスカウントの償却 - △67,850

有価証券評価損 - 316,412

有価証券評価益 △13,520 -

流動資産その他の増減 △32,457 78,625

未払金､未払費用､未払税金及び繰延賃料の増減 13,974 △165,882

未払給与等の増減 △9,422 △9,825

営業活動によるキャッシュ・フロー △828,345 △1,184,543

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券取得による支出 - △192,020

投資有価証券の売却または満期償還による収入 9,601 2,261,035

有形固定資産取得による支出 △1,291 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,309 2,069,015

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入による収入 1,714,727 -

自己株式の売却による収入 3,966 4,163

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,718,693 4,163

 現金及び現金同等物の増減 898,657 888,636

 現金及び現金同等物の期首残高 1,852,732 1,802,965

 現金及び現金同等物の四半期末残高 2,751,389 2,691,602
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